
◎刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法律 
（平成一七年五月二五日法律第五○号）   

一、提案理由（平成一七年三月二九日・衆議院法務委員会） 

○南野国務大臣 刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法律案について、その趣旨を御

説明いたします。 

 現行の監獄法は、明治四十一年に制定されて以来、実質的な改正がされることなく今

日に至っているため、被収容者の権利義務関係や職員の権限が明確ではなく、受刑者処

遇の内容についても十分な規定が設けられていないなど、今日では極めて不十分なもの

となっております。 

 他方で、治安情勢の悪化を受けて、国民が安心して暮らせる安全な社会の実現が強く

求められている昨今の状況にかんがみますと、受刑者の処遇に当たる行刑の役割は一層

重要なものとなっているところであり、行刑改革を遂げ、行刑運営の充実を図ることは

喫緊の課題であります。 

 この法律案は、このような状況を踏まえて、刑事施設の適正な管理運営を図るととも

に、刑事施設に収容されている受刑者等について、その人権を尊重しつつ、適切な処遇

を行うため、所要の法整備を行おうとするものであります。 

 この法律案の要点を申し上げます。 

 第一は、刑事施設の基本及びその管理運営に関する事項を定めるものであり、刑事施

設の運営の透明性を確保するために、刑事施設視察委員会の設置、組織及び権限につい

ても定めることとしております。 

 第二は、受刑者の処遇について定めるものであり、次の点などを主な内容としており

ます。 

 その一は、受刑者の権利及び義務の範囲を明らかにするとともに、その生活及び行動

に制限を加える必要がある場合につき、その根拠及び限界を定めることであります。 

 その二は、受刑者に対して、適正な生活条件の保障を図るとともに、医療、運動等そ

の健康の維持のために適切な措置を講ずることであります。 

 その三は、受刑者には矯正処遇として作業を行わせるとともに、改善更生及び円滑な

社会復帰を図るため必要な指導を行うものとすること、矯正処遇は、受刑者ごとに作成

する処遇要領に基づき、必要に応じ、専門的知識及び技術を活用して行うこと、自発性

及び自律性を涵養するため、生活や行動に対する制限は、受刑者処遇の目的を達成する

見込みが高まるに従い順次緩和されるものとすること、改善更生の意欲を喚起するため、

優遇措置を講ずるものとすること、一定の条件を備える受刑者について、円滑な社会復

帰を図るため、職員の同行なしに外出及び外泊することを許すことができるものとする

こと、その他受刑者の改善更生の意欲を喚起し、社会生活に適応する能力の育成を図る

ための処遇方法を定めることであります。 

 その四は、面会、信書の発受等の外部交通についての規定を整備するものであります。 



 その五は、一定の刑事施設の長の措置についての審査の申請、身体に対する違法な有

形力の行使等についての事実の申告等の不服申し立て制度を整備することであります。 

 第三は、労役場留置者の処遇、刑事施設に代用される警察留置場に係る規定の整備そ

の他所要の措置を講ずるものであります。 

 以上が、この法律案の趣旨であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願い申し上げます。 

二、衆議院法務委員長報告（平成一七年四月一四日） 

○塩崎恭久君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過及び結果を御報告いたします。 

 本案は、刑事施設の基本及びその管理運営に関する事項を定めるとともに、刑事施設

に収容されている受刑者等について、その人権を尊重しつつ、適切な処遇を行うため、

処遇の内容を定めるほか、処遇等に対する審査の申請手続等の整備を行おうとするもの

であります。 

 本案は、三月二十九日本会議において趣旨説明及び質疑を行い、同日委員会において

南野法務大臣から提案理由の説明を聴取し、三十日質疑に入り、四月一日質疑を行い、

五日参考人の意見を聴取し、六日視察を行い、八日質疑を終局したところ、本案に対し

て、刑務官の人権研修の実施や五年以内の見直しなどを内容とする修正案が、自由民主

党、民主党・無所属クラブ及び公明党の共同で提案され、趣旨の説明を聴取し、採決の

結果、全会一致をもって修正議決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（平成一六年四月八日） 

○山内委員 ただいま議題となりました修正案について、提出者を代表して、その趣旨

を御説明いたします。 

 第一は、この法律の目的について、受刑者等の状況に応じた処遇を行う旨の文言を加

えるものでございます。 

 第二は、刑事施設視察委員会の意見の公表について、法務大臣が公表する概要に、委

員会の意見を受けて刑事施設の長が講じた措置の内容を加えるものであります。 

 第三は、刑務官に対し、被収容者の人権に関する理解を深めさせ、並びに被収容者の

処遇を適正かつ効果的に行うために必要な知識及び技能を習得させ、及び向上させるた

めに必要な研修及び訓練を行うものとする旨の条項を加えるものであります。 

 第四は、政府は、この法律の施行の日から五年以内に、この法律の施行の状況につい

て検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるも

のとするとの条項を加えるものであります。 

 以上が、本修正案の趣旨であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 



○附帯決議（平成一七年四月八日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

会との協一 刑事施設における過剰収容状況を早期に解消し、単独室原則を考慮した居

室環境や一日一時間を目標とした運動環境の検討を含め、被収容者の生活環境の一層

の改善を図るとともに、刑事施設職員の苛酷な執務環境を改善するため、必要かつ十

分な予算を確保し、刑事施設の人的・物的整備に努めること。 

二 刑事施設における十分な医師等を確保し、地域医療との連携を更に強化し、矯正医

療体制の充実に努めること。また、医療上の措置を必要とする受刑者に対しては、で

きるだけ受刑者本人の診療希望に配慮すること。 

三 外部通勤及び外出・外泊制度等については、本制度が導入された趣旨を踏まえ、対

象者の選定などにおいて、適切な運用に努めること。 

四 刑事施設視察委員会は、幅広く各階各層から委員を選任することとし、委員会が刑

事施設の長に述べた意見は、本制度が導入された趣旨にかんがみ、十分尊重すること。 

五 薬物犯罪者や性犯罪者を含む受刑者の再犯を防止するため、適切な処遇プログラム

の策定、専門的知識を有する民間人の活用、社会の支援体制の強化など、矯正処遇及

び社会内処遇を強化する施策を講じること。 

六 受刑者の生活及び行動に対する制限については、隔離、保健室への収容、懲罰の執

行中の行動制限などが合理的な限度を超えることがないよう、適切な運用に努めるこ

と。 

七 代用監獄制度のあり方を含め、未決拘禁者等の処遇等については、日本弁護士連合

議を迅速に進め、早期の法整備の実現に努めること。 

三、参議院法務委員長報告（平成一七年五月一八日） 

○渡辺孝男君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、刑事施設の適正な管理運営を図るとともに、刑事施設に収容されている

受刑者等について、その人権を尊重しつつ、適正な処遇を行うため、刑事施設の基本及

びその管理運営に関する事項を定めるとともに、受刑者等の権利及び義務の範囲、その

生活及び行動を制限する場合の要件及び手続、受刑者の改善更生の意欲を喚起し、社会

生活に適応する能力を育成するために効果的な処遇方法等を定めるほか、受刑者等によ

る不服申立ての制度を整備しようとするものであります。 

 なお、衆議院において修正が行われ、目的規定及び刑事施設視察委員会に係る規定等

の一部が改められたほか、法施行後五年以内の見直し規定の追加が行われております。 

 委員会におきましては、刑事施設の過剰収容対策、施設内処遇及び社会内処遇の在り

方、刑事施設における医療体制整備の在り方、刑事施設の運営の透明性確保、代用監獄

問題の今後の対応等について質疑が行われたほか、参考人からの意見聴取、府中刑務所

及び府中警察署の実情調査など、幅広い審査を行いましたが、その詳細は会議録によっ



て御承知願います。 

 質疑を終局した後、日本共産党の井上委員より、本法律案に対し、警察留置場に係る

規定の削除等の修正案が提出されました。 

 次いで、採決の結果、修正案は否決され、本法律案は全会一致をもって原案どおり可

決すべきものと決定いたしました。 

 なお、附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一七年五月一七日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 刑事施設における過剰収容状況を早期に解消し、単独室原則を考慮した居室環境や

一日一時間を目標とした運動環境の検討を含め、被収容者の生活環境の一層の改善を

図るとともに、刑事施設職員の過酷な執務環境を改善するため、必要かつ十分な予算

を確保し、刑事施設の人的・物的整備に努めること。 

二 刑事施設における医療充実のため、関係省庁とも連携し、十分な医師等を確保する

とともに、地域医療との連携の更なる強化に努めること。また、医療上の措置を必要

とする受刑者に対しては、できるだけ受刑者本人の診療希望に配慮すること。併せて、

精神医療については、出所後も引き続き必要な医療が確保されるよう、体制の整備を

検討すること。 

三 受刑者が社会と良好な関係を維持することが、その改善更生及び社会復帰に不可欠

であることにかんがみ、親族との面会については、土曜・休日及び夜間の面会を可能

にするための体制整備に努めるとともに、弁護士との面会については、受刑者の権利

行使を阻害することのないよう配慮すること。また、外部通勤及び外出・外泊制度等

については、本制度が導入された趣旨を踏まえ、対象者の選定などにおいて、適切な

運用に努めること。 

四 刑事施設視察委員会は、弁護士等の法律実務家を始め、幅広く各界各層から委員を

選任することとし、委員会が刑事施設の長に述べた意見は、本制度が導入された趣旨

にかんがみ、行刑に十分反映させるよう努めるとともに、刑事施設への国民の理解を

深めるため、国民にも適切に公表すること。 

五 薬物犯罪者や性犯罪者を含む受刑者が改善更生し社会復帰することが、再犯の防止

につながり、ひいては国民全体の不安解消・利益となることにかんがみ、適切な処遇

プラグラムの策定、専門的知識・技能を有する職員及び民間人の積極的活用、社会の

支援体制の強化など、矯正処遇及び社会内処遇を強化する施策を講じること。特に、

処遇プログラムの策定に当たっては、受刑者に責任を自覚させた上での真の改善更生

を図るため、被害者等による講演など被害者の視点を取り入れた教育の充実・強化に

努めること。また、受刑者の再犯防止には就労の安定も効果的であることにかんがみ、

協力雇用主の拡大等を図ること。 



六 受刑者の生活及び行動に対する制限については、人権尊重の観点から、隔離、保護

室への収容、懲罰の執行中の行動制限などが合理的な限度を超えることがないよう、

適切な運用に努めること。 

七 不服審査、事実の申告制度に関して設置される予定の刑事施設不服審査会の委員に

は、刑事拘禁施設における人権保障や医療の在り方について法務省から独立し優れた

識見を有する者を選任すること。また、自ら不服申立てを行う能力のない者について

も不服審査書を作成することのできるよう特段の配慮をすること。 

八 外国人受刑者については、本国における処遇が、その改善更生及び円滑な社会復帰

の促進にとってより重要であることにかんがみ、関係国との受刑者移送条約の早期締

結に努めること。 

九 代用監獄制度の在り方を含め、未決拘禁者等の処遇等については、日本弁護士連合

会との協議を迅速に進め、早期の法整備の実現に努めること。 

  右決議する。 


